
第５回 堀川プレジャーボート対策協議会次第 

日 時：平成３０年２月５日（月）１４時～  

場 所：島根県出雲合同庁舎７０２会議室

出席者：別紙、出席者名簿＋配席表             ・・・【資料１】

１．開 会（会長挨拶）

  ２．議 事

（１）規約改正                      ・・・【資料２】

（２） これまでの動き

１）放置艇対策経緯                 ・・・【資料３】

２）堀川水系対策協議会（出雲市議会）  ・・・【資料４－１、４－２】 

３）【規制強化】管内全体の不法占用物に対する警告  ・・・【資料５】

４）【啓発活動】堀川美化活動状況          ・・・【資料６】

（３） 堀川放置艇（プレジャーボート）対策実施計画（原案） ・・・【資料７】

（４） 【当面の実施計画：規制強化】

新たな知見に基づく被害想定           ・・・【資料８】

（５） 【当面の実施計画：規制強化】

地域防災を重視した重点係留禁止区域の見直し   ・・・【資料９】

３．その他

  ・議事内容の公表（ホームページ）



資料ー１

【委員】

区　分 役　職　等 氏　名 備　考

地元代表 会　長 足立　幹男

漁業者代表 支所長 青山　博之

船舶関係機関 支部長 森脇　裕司 欠席

警察機関 所　長 内部　浩司

部　長 長見　康弘

支所長 石飛　正幸

国土交通省 副所長 西尾　正博 欠席

課　長 角　　敬

所　長 今岡　広人

土木部 課　長 土肥　美実 欠席

課　長 星野　充孝

所　長 石田　弘至 会長

【幹事】

区　分 役　職　等 氏　名 備　考

課　長 田中　啓介

課　長 石田　義彦 欠席

国土交通省 課　長 上平　修 委員代理

漁港漁場整備課管理グループ グループリーダー 小松原　喜幸

松江水産事務所総務課 課　長 坂根　祐二 欠席

土木部 港湾空港課管理グループ グループリーダー 伊藤　誠 委員代理

グループリーダー 栗原　郁人

都市計画課街路グループ グループリーダー 坂本　博志 欠席

部　長 古川　勝治 幹事長

【事務局】

区　分 役　職　等 氏　名 備　考

維持管理部管理第一課 課　長 米村　武夫

維持管理部管理第一課
管理第二係

係　長 加藤　和之

維持管理部管理第一課
管理第二係

主　任 上原　高哉

維持管理部管理第二課 課　長 小塚　佳也

維持管理部管理第二課
管理第三係

係　長 高野　誠司

土木工務部都市整備課 課　長 佐々木　伸一

中国地方整備局出雲河川事務所

大社支所

他の水域管理者

中国地方整備局出雲河川事務所占用調整課

第５回堀川プレジャーボート対策協議会　出席者

他の水域管理者

市町村

日本小型船舶検査機構境支部

出雲警察署大社広域交番

港湾空港課

島根県

島根県

所　　属

出雲市

農林水産部

所　　属

大社地域自治協会連合会

漁業協同組合ＪＦしまね大社支所

漁港漁場整備課

松江水産事務所

都市建設部

河川・道路管理者

市町村

河川・道路管理者

島根県

農林水産部

土木部

大社支所市民サービス課

出雲市

所　　属

都市建設部建設企画課

河川・道路管理者 島根県 土木部

河川課管理グループ

河川課

出雲県土整備事務所

出雲県土整備事務所

島根県 土木部

出雲県土整備事務所維持管理部



島根県
松江水産事務所長

島根県
漁港漁場整備課長

出雲警察署
大社交番　所長

漁業協同組合
JFしまね
大社支所長

大社地域自治協会
連合会長

今岡　広人 角　敬 内部　浩司 青山　博之 足立　幹男

島根県
出雲県土整備事務所
維持管理部長
古川　勝治
（幹事長）

島根県
河川課長

島根県
港湾空港課長（代

理）

出雲市
大社支所長

出雲市
都市建設部長

国土交通省
出雲河川事務所
副所長(代理）

星野　充孝 伊藤　誠 石飛　正幸 長見　康弘 上平　修

出入口

廊　　下

幹　事　

第５回堀川プレジャーボート対策協議会 配席表

ス
ク
リ
ー

ン

事

務

局

幹　事　

（７０２　会議室）

（事務局説明者)

島根県
出雲県土整備事務所長
石田　弘至
(会長）

                                             日時：平成３０年２月５日（月）１４時～

　　　　　　　　　　　　　　　            場所：島根県出雲合同庁舎７０２会議室



資料－２

堀川プレジャーボート対策協議会 規約

（名称）

第１条 この協議会は、堀川プレジャーボート対策協議会（以下、「協議会」という。）

と称する。

（目的）

第２条 協議会は、堀川の公共水域に不法係留しているプレジャーボートや違法に

設置された係留施設対策を講ずるための連絡協議を行い、もって、自然災害によ

る被害の軽減、河川利用の適正化及び周辺地域の生活環境等の保全を図ることを

目的とする。

（組織）

第３条 協議会は、別表に掲げる関係者で構成し、委員及び幹事をもって組織する。

２ 協議会は、会長を置き、島根県出雲県土整備事務所長をもってあてる。

３ 関係者が協議会に出席できない場合は、代理人を出席させることができる。

（協議会）

第４条 協議会は、必要の都度招集し、会長が議事進行する。

２ 会長は必要に応じて協議会に委員以外の関係者の出席を求めることができる。

（幹事会）

第５条 協議会の下に幹事会を設ける。

２ 幹事会の議事運営のため、幹事長を置く。

３ 幹事長は、島根県出雲県土整備事務所維持管理部長をもってあてる。

（協議事項）

第６条 協議会は、第２条の目的を達成するために、次の事項を協議するものとす

る。

（１）プレジャーボート等の利用実態に関すること

（２）プレジャーボート対策及び施策に関すること

（３）その他プレジャーボート対策に関する必要事項

（事務局）

第７条 協議会の事務局は、島根県出雲県土整備事務所に置き、その事務にあたる

ものとする。

（その他）

第８条 この規約にない事項については、協議会で協議の上定める。

付則

この規約は、平成２４年 ５月 ９日から施行する。

この規約は、平成２７年１０月１６日から施行する。

この規約は、平成３０年 ２月 ５日から施行する。



【委員】

区　分 職　名 備　　考

地元代表 会　長

漁業者代表 漁業協同組合ＪＦしまね大社支所 支所長

船舶関係機関 支部長

警察機関 島根県出雲警察署大社広域交番 所　長

部　長

支所長

副所長

島根県農林水産部漁港漁場整備課 課　長

所　長

課　長

課　長

所　長 会　長

【幹事】

区　分 職　名 備　考

市町村 課　長

課　長

課　長

島根県農林水産部漁港漁場整備課管理グループ グループリーダー

課　長

グループリーダー

島根県土木部河川課管理グループ グループリーダー

島根県土木部都市計画課街路グループ グループリーダー

維持管理部 部　長 幹事長

維持管理部管理第一課 課　長

維持管理部管理第二課 課　長

土木工務部都市整備課 課　長

島根県出雲県土整備事務所

他の水域管理者

所　　属

事務局

市町村

国土交通省中国地方整備局出雲河川事務所

堀川プレジャーボート対策協議会　幹事会

堀川プレジャーボート対策協議会　

他の水域管理者

河川・道路管理者

島根県土木部港湾空港課

島根県土木部河川課

島根県出雲県土整備事務所

　　　　　　　　　　　　　　　別　表

所　　属

島根県松江水産事務所

大社地域自治協会連合会

日本小型船舶検査機構境支部

出雲市都市建設部

出雲市大社支所

出雲市都市建設部建設企画課

出雲市大社支所市民サービス課

国土交通省中国地方整備局出雲河川事務所占用調整課

島根県土木部港湾空港課管理グループ

島根県松江水産事務所総務課

河川・道路管理者
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堀川プレジャーボート対策の経緯 

・Ｈ19 頃以降、出雲市長要望において係留船対策が出される。 

・Ｈ22 プレジャーボート全国実態調査。大社堀川で 227 隻（うち漁船７隻）を確認 

・Ｈ22.10.18 出雲市議会堀川水系対策協議会で説明を求められる。看板設置等実

施。 

・Ｈ24.2.6 大社地域協議会、同土木委員会名で堀川不法係留船の対策の要望書が

出雲県土整備事務所長あて提出される。 

・Ｈ24.3.28 堀川全川の船舶所有者 229 名（漁業者含む。）に所長名で移動通知文発

出。 

・Ｈ24.5.9 堀川プレジャーボート対策協議会立ち上げ、出雲県土整備事務所長が会

長、出雲市（建設企画課）、同大社支所、大社広域交番、自治会代表、漁協支所長、

小型船舶検査機構等。 

・同年 7 月 11 日同会で「重点係留禁止区域」を設定、県報告示。以降、重点係留禁止

区域の係留者を中心に 300 回以上の訪問指導を実施。 

・Ｈ24.10、Ｈ25.2 出雲市議会堀川水系対策協議会。重点係留禁止区域設定等を説

明。 

・Ｈ25.5 国において「プレジャーボートの適正管理及び利用環境改善のための総合的

対策に関する推進計画」策定。 

・放置艇対策三水域関係課担当者会議立ち上げ（河川課、漁港漁場整備課、水産課、

事務局は港湾空港課 以降５回開催。 

・Ｈ25.10.22 第３回堀川プレジャーボート対策協議会。その後の状況等説明。重点係

留禁止区域内 65 隻→18 隻、道路管理者と連携した取り組みなど。 

・Ｈ26.3 堀川全川の船舶所有者 165 名（漁業者含む）に所長名で移動通知文発出。 

・Ｈ26.9～10 プレジャーボート全国実態調査。堀川全体の不法係留船は１７２隻。（Ｈ

22 年調査では、227 隻 55 隻の減少、重点係留禁止区域は H22 の 65 隻から 16 隻

へ 49 隻の減少） 

・Ｈ27.10.16 第 4 回堀川プレジャーボート対策協議会、出雲県土が管内放置艇対策

基本方針（案）を提案、承認。 

・Ｈ28.3.15 堀川プレジャーボート対策協議会第 10 回幹事会。 

・Ｈ28 年度大社漁港の利用及び民間施設の拡張の実現可能性について検討。 

・Ｈ28.6.29 ＪＦしまね大社支所と協議、Ｈ28.9.28堀川駐艇場と協議、Ｈ28.10.31 ピー

スマリンと協議、Ｈ29.3.18 中の島マリーナと協議。 

資料－３ 
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・Ｈ29.8.25 堀川プレジャーボート対策協議会第 11 回幹事会。 

・Ｈ29.10.20 出雲市議会堀川水系対策協議会。津波浸水想定設定・公表による重点

係留禁止区域等の見直しを説明。 

・Ｈ29.10.20 ＜啓発活動＞大社地域自治協会連合会堀川美化清掃活動（地元３２人 

 県５人） 

・H29.12.1～ ＜規制強化＞菅内全体の不法占用物に対する警告 

・H29.12 末現在 堀川全体の不法係留船 170 隻。うち重点係留禁止区域は 19 隻  

・H30.1.10 堀川プレジャーボート対策協議会第 12 回幹事会。 



平成29年10月20日　出雲市議会堀川水系対策協議会資料

資料－４－１



平成29年10月20日　出雲市議会堀川水系対策協議会資料

資料－４－２



【規制強化】

管内全体の不法占用物に対する警告

（H29.12.1～）

平成30年2月5日 第５回 堀川プレジャーボート対策協議会資料
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１ 管内第１次対象物 警告一覧表 Ｐ１

� 出雲県土整備事務所管内における河川区域内の不法占有物の中から、地域防災、生活環境等への悪影響が特に大き

いと想定される物件を第１次対象物として抽出。

� 第１次対象物に対し平成29年12月1日より第１回の警告を行っている。

係留船 工作物 係留船 工作物

新建川 21 0

新石川 6

本谷川 2

五右衛門川 1 0

高瀬川 2

万蔵寺川 18

郡境川 2

論田川 2

平田船川 3 2

湯谷川 13 0

苅藻谷川 2

多久谷川 1

伊野川 2

新田川 2

西谷川 3

稗原川 1

38 45

管内第１次対象物　警告一覧表

区分 水系 河川名
第１回 第２回（未定）

斐伊川
１級水系

計

係留船 工作物 係留船 工作物

堀　川 堀　川 170 0

十間川

（神西湖を含む）
33 1

常楽寺川 28 0

保知石川 2

花月川 1

小田川 小田川 1

相代川 相代川 1

231 6

269 51

第１回 第２回（未定）

全　体　合　計

十間川

２級水系

計

区分 水系 河川名



２ 警告状況 Ｐ２

＜ 警 告 書 ＞

　【管内第１次対象物－第１回】

警  告
 　  この場所は島根県出雲県土整

　備事務所が管理している河川区

　域です。河川区域に無許可で工

　作物等を設置したり、※船舶を

　係留したりすることは、河川法

   に違反しますので撤去してくだ

   さい。

　 ※今回は漁船登録船舶は対象外としています。

　　平成  29年　12月　1日

　　　　島根県出雲県土整備事務所

　　　　維持管理部　管理第一課

　 　TEL ０８５３ー３０ー５６３２・５６３３

＜ 警告状況 ＞

●係留船

新建川

堀川

●工作物

井野川 高瀬川

新建川

堀川



３－（１） 第１回警告後の推移（１級水系：係留船） Ｐ３

21 
1 

3 
13 

20 
1 

3 
12 

0 5 10 15 20 25

新建川

五右衛門川

平田船川

湯谷川

（隻）

第１回（H29.12)

H30.1時点

効果：１隻減

効果：１隻減



３－（２） 第１回警告後の推移（２級水系：係留船） Ｐ４
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３－（３） 第１回警告後の推移（１級水系：工作物） Ｐ５
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３－（４） 第１回警告後の推移（２級水系：工作物） Ｐ６
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【啓発活動】 堀川美化活動

平成30年2月5日 第５回 堀川プレジャーボート対策協議会資料

資料—６



１ 堀川美化活動状況 Ｐ１

� 大社地域自治協会連合会が主催し美化活動を行った。
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 実　施　日 平成29年10月20日
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平成 30 年 2 月 5日 第 5回堀川プレジャーボート対策協議会資料 

 

 

 

 

 

堀川放置艇（プレジャーボート） 
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1 

 

１．計画策定の目的 

 河川区域内におけるプレジャーボート等の船舶の係留について、河川法第 24 条、第

26 条の規定に基づく河川管理者の許可が必要であり、無許可で係留している船舶は不

法係留となる。 

 船舶の不法係留は、周辺地域の生活環境及び景観や水環境に悪影響を及ぼすと共に、

津波の河川遡上や洪水により「橋梁や護岸への衝突被害」、「河道閉塞等の流下阻害」、

「燃料の発火による火災」、「交通遮断等の二次被害」などが想定され、防災上の観点

においても容認できない行為である。 

 堀川水系においては、平成 24 年以降「重点係留禁止区域」の設定等の規制強化と啓

発活動の実施により一定の効果が認められているが、依然として多くの不法係留船（以

下、放置艇）が存在している状況であることから、これまでの取組みを検証し、放置

艇解消のための実施計画を策定するものである。 

 

２．これまでの取り組みと検証 

2-1.これまでの取り組み 

� 平成 22 年のプレジャーボート全国実態調査を受け、堀川の放置艇対策に着手。 

� 平成 24 年 2 月に大社地域協議会等から、出雲県土整備事務所長宛に要望書が提出。 

� 平成 24 年 5 月に「堀川プレジャーボート対策協議会」を立ち上げ、地元や関係機関

と共有しながら対策を開始。 

  ＜規制強化＞ 

・河川パトロールの強化（平成 23 年 9 月～） 

・船舶所有者に移動通知文を発出（平成 24 年 3 月、平成 26 年 3 月） 

・重点係留禁止区域の告示（平成 24 年 7 月） 

・重点係留禁止区域の係留者を中心に訪問指導（平成 24 年 5 月～） 

・重点係留禁止区域内係留者に指示書送付（平成 25 年 6 月） 

・簡易代執行の実施（平成 23 年 4 月より 6 回実施） 

＜啓発活動＞ 

・重点係留禁止区域の周知（県報告示平成 24 年 8 月～） 

・地元への広報活動（大社堀川だより、広報いずも、ご縁ネット放送等） 

・看板設置（大型看板 2 基、小型移動式看板 15 基） 

・船舶所有者への説明会開催（第 1 回平成 24 年 8 月、第 2 回平成 24 年 9 月） 

・船舶所有者への意向確認調査（平成 24 年 7 月、9 月） 

＜係留施設の確保＞ 

・民間保管施設調査（平成 24 年 11 月～） 

・大社漁協、宇竜漁港漁業者との意見交換（平成 24 年 9、10 月） 

・鵜峠漁港、鷺浦漁港現地確認（平成 24 年 10 月） 

・公共保管施設整備の検討（平成 24 年 7 月～平成 25 年 3 月） 

・漁港管理者、民間保管施設事業者との協議（平成 28 年） 
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３）放置艇の所有者（平成 29 年 12 月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3.啓発活動の検証 

 平成２４年７月の重点係留禁止区域の告示以降、各種広報（大社堀川だより発行、

広報いずも掲載、ご縁ネット放送、県報掲載等）による周知を行っているが、悪影響

に対する具体的なイメージが伝わっていないためか、平成２６年以降は目立った効果

が出ていない。 

 

2-4.係留施設確保の検証 

●係留・保管施設の整備検討 

・ 平成２５年度～２６年度に「暫定係留施設」、「係留保管施設」の検討を行っている

が、公的資金による施設整備については、対外的にも理解が得られないため検討外

としている。 

・ 新規の民間投資による施設整備については期待できない状況である。 

 

●民間保管施設事業者の意見（H28） 

・ 法律を守る所有者は既に施設を利用している。仮に施設拡張を行っても不法係留し

ている所有者が施設を利用するか疑問であり、先行投資はしない。 

 

●漁業協同組合ＪＦしまね大社支所の意見（H28） 

・ 大社漁港内で係留可能な箇所はない。 

・ プレジャーボートは軽量のため、転覆、破損の恐れが高い。 

・ プレジャーボート所有者は、使用回数が少なく日常の管理をしない。特に、悪天候

時にきちんと管理できないうえ、事故、損傷等が生じた場合の対応もできないため、

漁港の安全管理上問題がある。 
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３．当面の実施計画（平成 30 年度～平成 32 年度） 

 平成２９年度に実施計画を策定し、平成３０年度より今後３年間は以下の取り組み

を実施し、その効果を検証する。 

 

◆放置艇対策実施計画策定（H29） 

◆当面の実施計画（平成 30 年度～平成 32 年度） 

＜規制強化＞（法に基づく取り組み） 

� 管内全体の不法占有物に対する警告（H29～） 

� 新たな知見に基づく被害想定（洪水、津波）結果の公表（H30） 

� 地域防災を重視した重点係留禁止区域の見直し・告示（H30） 

� 行政代執行の検討着手（H30～） 

 ①先進地視察、②代執行船舶保管先の検討 等々 

＜啓発活動＞（地元住民、船舶所有者に対する取り組み） 

� 洪水・津波による被害想定の周知（H30） 

� 船舶所有者への規制強化等取り組みの周知と今後の意向確認（H30） 

� 地元関係者や出雲市と連携し堀川美化活動を地域全体の取り組みへ拡大（H30～H32）

＜係留施設の確保＞ 

� 民間保管施設事業者との情報共有（H30～H32） 

� 漁港・港湾関係者との可能性協議（継続） 

 

放置艇対策の流れ 

  
＜規制強化＞ 

重点係留禁止区域の 
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４．当面の対策スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．実施分担 

 

  

地元 出雲市
出雲県土

整備事務所

※県庁

三水域関係課

＜規制強化＞

不法占用物への警告 ● ● ●

被害想定検討 ●

重点係留禁止区域見直し・告示 ● ● ●

行政代執行検討 ● ● ●

＜啓発活動＞

被害想定の周知 ● ● ●

所有者への規制強化等の周知 ● ●

所有者意向確認 ● ●

堀川美化活動の拡大 ●

＜係留施設確保＞

民間事業者との情報共有 ● ●

漁港・港湾関係者との可能性協議 ● ● ●

● 実施担当
実施計画項目

※河川課、港湾空港課、水産課、漁港漁場整備課

実施計画策定

幹事会開催 ● ●

対策協議会開催 ◆ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

＜規制強化＞

不法占用物への警告

被害想定検討

重点係留禁止区域見直し・告示 ●告示

行政代執行検討

＜啓発活動＞

被害想定の周知

所有者への規制強化等の周知

所有者意向確認

堀川美化活動の拡大

＜係留施設確保＞

民間事業者との情報共有

漁港・港湾関係者との可能性協議

宇迦橋架替工事

堀川放置艇（プレジャーボート）対策実施計画スケジュール（案）

実施計画項目
　      7　 　 10      1 　      7　 　 10      1 　      7　 　 10      1 　      7　 　 10      1

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

仮橋着手地元説明

(原案) (案)

(公開) (公開)(公開) (公開) (公開)
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参考－1 

 

１．H24.2 大社地域協議会要望書（写し） 

  



 

参考－2 

 

２．国の動向 

2-1.推進計画 

平成 25 年に国土交通省より「プレジャーボートの適正管理及び利用環境改善のため

の総合的対策に関する推進計画」が示されている。 

■推進計画の概要 

・ 東日本大震災を教訓として、今後想定される南海トラフ巨大地震等の津波による

背後住居への二次被害が懸念。 

・ 港湾、河川、漁港の三水域が取り組んできたそれぞれの放置艇対策を更に実効的

に推進することが必要。 

・ 国土交通省と水産庁は、港湾・河川・漁港等の管理者、マリン関係団体、プレジ

ャーボート利用者等が連携して取り組むべき施策を総合的にとりまとめ、各々の

関係者が着実に実践することを目的に推進計画を策定。 

・ 本推進計画は、１０年間（Ｈ２５～Ｈ３４）で放置艇の解消を目標。 

■推進計画の策定の意義 

・ 放置艇の解消に向けた国の方針を自治体に示すことにより、地域で取り組む施策

の優先順位を上げるなど、三水域（港湾、河川、漁港）管理者や関係者が放置艇

対策に取り組みやすい環境を整備。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2.国が示すロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

方針①

係留・保管能力の
向上と規制措置を
両輪とした
対策の推進

方針②

地域の連携による
計画的な
対策の推進

方針③

先進的な取り組み
の水平展開による
対策の推進

方針④

民間活用による
対策の推進

プレジャーボートの総合的対策を推進するための４つの基本方針



 

参考－3 

 

2-3.H26.4 河川法施行令の改正（放置艇対策の強化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

� 海岸法、港湾法、漁港漁場整備法には既に船舶等の放置を禁止する規定及び罰

則規定が設けられており、河川区域では他の公共用水域に比べて法制度面にお

ける対応の遅れが生じていたことから、河川関連法令において船舶等の放置を

禁止する規定及び罰則規定を設ける必要があった。 

� Ｈ７及びＨ９の河川法改正で簡易代執行制度等を創設・拡充。Ｈ１０も河川局

長通達発出により河川管理者が重点撤去区域を設定、計画的な撤去を推進。Ｈ

１１年の海岸法改正により、海岸保全区域における船舶等の放置を禁止する規

定及び罰則規定を整備。Ｈ１２年港湾法改正及び漁港漁場整備法改正により、

港湾区域及び漁港区域のうち水域管理者が指定した放置等禁止区域における船

舶等の放置を禁止する規定及び罰則規定を整備。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

参考－4 

 

３．他県の事例（行政代執行実施事例） 

 

場所/対象河川 神奈川県藤沢市／二級河川境川 

実施者 神奈川県藤沢土木事務所 

経緯 境川における主な対策の経緯 

 平成 15 年 4 月 暫定係留区域及び重点的撤去区域の指定 

 平成 15 年 6 月 暫定係留開始（平成 25 年 3 月 31 日で終了） 

 平成 16 年 3 月 行政代執行実施（8 隻） 

 平成 17 年 3 月 行政代執行実施（3 隻） 

 平成 19 年 3 月 行政代執行実施（2 隻） 

 平成 23 年 3 月 行政代執行実施（2 隻） 

 平成 25 年 3 月 行政代執行実施（2 隻） 

 平成 25 年 4 月 新たな重点的撤去区域の指定 

         （旧暫定係留区域を重点的撤去区域に指定） 

 平成 25 年 10 月、11 月 行政代執行実施（4 隻） 

 平成 26 年 11 月 行政代執行実施（3 隻） 

 平成 27 年 2 月、3 月 行政代執行実施（2 隻） 

 平成 27 年 6 月 2 隻を対象に行政代執行を予定したが、 

全隻が自主的に移動した。 

 平成 28 年 2 月、3 月 行政代執行実施（1 隻） 

 

場所/対象河川 神奈川県横須賀市／二級河川平作川 

実施者 神奈川県横須賀土木事務所 

経緯 平成 20 年度 

 平作川における不法係留船解消のため、具体的な対策に着手 

平成 20 年度から平成 28 年度 

 行政代執行９隻、所有者が不明な船舶に対する河川法に基づく

簡易代執行 53 隻、及び廃棄物と認められる沈廃船の撤去 40 隻を

実施し、合計 102 隻を強制撤去 

 

平成 29 年 10 月 行政代執行８隻実施 

 平成 20 年度から平成 29 年 10 月までに行政代執行 17 隻、簡易

代執行 53 隻及び沈廃船の撤去 40 隻を実施し、合計 110 隻を強制

撤去 

平成 29 年 12 月～平成 30 年 2 月 行政代執行実施予定（15 隻） 

 

 

 

 



 

参考－5 

 

場所/対象河川 神奈川県横浜市／二級河川掘割川 

実施者 神奈川県横浜川崎治水事務所 

経緯 平成 13 年３月 

 大岡川水系の二級河川（日野川を除く。）の全区間を、重点的にプ

レジャーボートを撤去する必要があると認められる「重点的撤去区

域」に指定 

 

平成 13 年度から平成 24 年度 

 所有者が不明な船舶に対する河川法に基づく簡易代執行 114 隻、

所有者が判明している船舶に対する行政代執行５隻及び廃棄物と認

められる沈廃船の撤去９隻を実施し、合計 128 隻を強制撤去 

平成 25 年度 6 隻を行政代執行により撤去 

平成 26 年度 3 隻を行政代執行により撤去 

平成 27 年度 5 隻を行政代執行、2 隻を簡易代執行により撤去 

平成 28 年度 15 隻を行政代執行により撤去 

平成 29 年度 3 隻を行政代執行、6 隻を簡易代執行により撤去 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

参考－6 

 

４．代執行手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放置艇所有者調査 

所有者が分かる場合 

事前準備 
（情報収集、法令解釈、撤去業者選定、現地調査、

警察等関係者と事前打ち合わせ等） 

弁明の機会の付与 
（行政手続法第 13 条 1 項 2 号） 

監督処分（河川法第 75 条 1 項） 

不利益処分理由書（行政手続法第14条1項）

行政代執行法による戒告（代執行法3条1項）

代執行令書の通知（代執行法 3 条 2 項）

代執行実施（代執行法 2 条） 

所有者が不明な場合 

事前準備 
（撤去業者選定、現地調査等） 

公告（河川法第 75 条 3 項） 

簡易代執行実施（河川法第 75 条 3 項）

回収物の保管（河川法第 75 条 4 項） 

保管の公示（河川法第 75 条 5 項） 

回収物の保管（河川法第 75 条 4 項） 

保管の公示（河川法第 75 条 5 項） 

引取・処分・資金回収等 

処分・資金回収等 

最
短
約
５
ケ
月 

１カ月程度の履行期間 

１カ月程度の履行期間 

１カ月程度の履行期間 

１カ月程度の履行期間 

約
１
ケ
月

※履行期間は事例による最短の目安

是正指示書公布（河川法第 77 条 1 項）

１カ月程度の履行期間 



【当面の実施計画：規制強化】

新たな知見に基づく被害想定

平成30年2月5日　堀川プレジャーボート対策協議会（第5回）

資料 ８

注意：Ａ４両面長辺とじ印刷
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１．被害想定［津波］



H22.10～H24.6　島根県地震被害想定調査
地震防災対策特別措置法（以下、特措法）に基づく被害想定がメイン

島根県地震被害想定調査検討委員会
　　　　　　　　　　　　【検討項目】陸域の地震：地震動の想定、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　被害想定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　海域の地震：地震動の想定、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　津波浸水想定、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　被害想定

（１） 地震・津波対策に関する社会情勢と本検討の位置づけ

H23.9　国土交通省の調査会 L1・L2津波による総合的津波対策

検討結果の活用例

H25.2 島根県地震津波防災戦略

H26.6　海岸法の一部改正
H27.2　海岸保全に関する基本方針

H23.7　設計津波の水位の設定方法等
　　　 について（国土交通省通知）

H23.3.11　　東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）

設計津波水位の設定(L1) 津波浸水想定の設定(L2) 地震・津波被害想定

都道府県は基礎調査を踏まえた津波浸水想定を設定する必要あり

・海岸保全基本計画の改訂（県）
・設計津波に対応したハード対策の推進(県）

・津波災害（特別）警戒区域の指定（県）
・津波ハザードマップの作成（市町村）

・島根県地震津波防災戦略の更新（県）
・地震・津波対策推進計画の策定（市町村）

海岸管理者は施設設計上の設計津波を設定する
必要あり

H27.10～H29.3　島根県地震津波防災対策検討委員会
設計津波水位の設定・津波浸水想定の設定・（地震津波被害想定の見直し）

H23.12　津波防災地域づくりに
　　　　関する法律

H26.8 日本海における大規模地震

　　　 に関する調査検討会
　国土交通省・文部科学省・内閣府（以下、国）が

　共同事務局を設置し、計8回の検討会で取りまとめた

　検討値を公表

（以下、検討会）

※
海
域
の
地
震
の
み
見
直
し

断層モデルについて、日本海沿岸地域
全体で整合が図れていなかったため、
国から基礎調査データ（断層モデル）
が提示された

Ｐ３



（２） 津波対策の考え方

 東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策の考え方
基本的に二つのレベルの津波を想定及び設定する必要がある。
今般、「島根県地震津波防災対策検討委員会」（学識者等で構成）において、　
様々な意見をいただき、「最大クラスの津波」に対して総合的防災対策を構築す
る際の基礎となる津波浸水想定を設定している。

平成29年3月24日島根県発表資料抜粋

図　津波対策を講じるために想定すべき津波レベルと対策の基本的考え方

Ｐ４



（２） 津波対策の考え方

島根県では解析が可能な河口幅３０ｍ以上の河川を対象に津波の河川遡上を
検討しており、島根沿岸で２０河川、その内出雲市内は堀川、十間川、神戸川
の３河川で検討している。
３河川の内、堀川と十間川では局部的な低地部分で浸水（越流）が生じるが、家
屋浸水はない。

平成29年3月24日島根県発表資料抜粋 Ｐ５

図　津波の河川遡上による浸水が発生する河川（島根沿岸）



（３） 検討フロー

最大クラスのL2津波群
（複数ケースあり） 対象津波（断層モデル）

の設定

津波遡上解析
【数値シミュレーション】

漂流艇解析
【数値シミュレーション】

被害想定の検討

地形メッシュデータ等

船舶配置や係留方法
の現場条件

他県での被災事例等

資料収集整理
現地調査

災害リスクの抽出

島根沿岸・隠岐沿岸
津波浸水想定等検討

業務　等

Ｐ６
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（４） 対象津波の設定

 島根県津波浸水想定（H29年3月）によると、堀川河口（出雲市）が含まれる地域
海岸において、『最大クラスの津波をもたらす地震』は5断層が選定されている。

 代表的な２つの断層で生じる津波を解析対象に選定した。

図　堀川河口の津波水位の比較

浸水想定
での断層

解析対象
の断層

選定理由

堀川
河口
に津
波を
もた
らす
地震

F24

F30

F24

（青森県
西方沖断
層）

・F30より津波が大

・地震津波被害想
　定調査でも対象

F56

F57

F60

F56

（島根半
島沖断層）

・津波最高水位が
　最大
・短時間で水位が
　変化し、流速も
　大きい

 

F24 

F30 

F56 F57 

F60 

F28 

F55 

隠岐北西沖 

浜田市沖合 

断層モデル

の作成機関
断層モデル名

マグニ

チュ ード

M w

堀川を 含む地域

海岸で採用さ れ

た断層

F24 7.9 ●

F28 7.7

F30 7.8 ●

F55 7.5

F56 7.2 ●

F57 7.5 ●

F60 7.6 ●

浜田市沖合 6.8

隠岐北西沖 6.9

H26

国土交通省

H24

島根県

堀川

図　最大クラスの津波をもたらす地震（断層）の分布
大文字：堀川を含む地域海岸で採用された断層

F56:津波最高水位
（T.P.+2.6m)

F24:津波最高水位
（T.P.+1.6m)

Ｐ７

堀川を含む地域
海岸で選定され
た断層



（５） 津波遡上解析

 選定された２断層に対し、津波伝播・遡上の数値シミュレーション※実施
　　※※国の手引きの標準手法であり、「島根全県の津波浸水想定」で採用した数値計算モデル国の手引きの標準手法であり、「島根全県の津波浸水想定」で採用した数値計算モデル

 Ｆ５６断層（島根半島沖断層）で津波が発生した場合には、河口から流下
橋の区間は津波最高水位はT.P.+1.0～2.6m、津波最大流速は1～2m/sとな
る。

 河川沿いの家屋浸水はない

図　遡上解析で得られた津波最高水位と津波最大流速の空間分布（F５６断層：島根半島沖断層）

津波最高水位 津波最大流速

流速1m/s以上

Ｐ８
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（６） 漂流艇解析（条件）

 堀川内の放置艇（不法係留船）の現状の平面配置を設定し、以下の3つの
現象を考慮した漂流物数値シミュレーション※を実施

※※基本的かつ各種フィールドで実績多数である「東海大学　後藤智明元教授」が考案した数値計算モデル基本的かつ各種フィールドで実績多数である「東海大学　後藤智明元教授」が考案した数値計算モデル

　　①係留索の破断条件を超えた場合に放置艇が流出開始（Start)
　　②津波の流れに沿って漂流（Moving)
　　③船舶の喫水より水深が浅くなる場所で漂着（End)

図　放置艇の初期配置条件（H29年3月の状況を再現）

解析条件 設定値

対象船舶 一般的なプレジャーボート
（全長5m、重量1.5t、
　喫水1m）

係留索の
破断条件

流速1m/s以上

作用時※

【係留索の破断条件に関する知見】
水産庁：災害に強い漁港地域づくりガイドライン
（一般的な漁港で採用される係留索（30㎜径）を想定すると）

　①係留が弱い場合（老朽化や不完全な係留）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　：流速2m/s以上
　②係留方法を改善した場合　　　　　　　：流速4m/s以上

（堀川の放置艇の簡易な係留索（10㎜径）を想定すると）

　③小さな流速で索が破断する可能性有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ：流速1m/s以上
　※係留索を30㎜に替えると護岸及び背後地盤に影響する

流速1m/s以上

● 初期位置

Ｐ９
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（６） 漂流艇解析（結果）　Ｆ５６断層

 F56断層：流下橋より下流側の区間において係留放置艇が漂流し、河川内
を上下流に漂流しながら一部は海域へ流出する。

図　漂流艇解析で得られた堀川河道内の放置艇漂流状況

F56断層
（島根半島沖断層）

※橋脚や橋桁は考慮していないため、計算上は橋がないものとして漂流物が挙動している

Ｐ１０
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（６） 漂流艇解析（結果）　Ｆ２４断層

 F24断層：馬渡橋より下流側の区間において係留放置艇が漂流し、河道内
を漂流しながら一部は海域へ流出する。

図　漂流艇解析で得られた堀川河道内の放置艇漂流状況

F24断層
（青森県西方沖断層）

※橋脚や橋桁は考慮していないため、計算上は橋がないものとして漂流物が挙動している

流速1m/s以上（漂流）

Ｐ１１
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（７） 被害想定の検討①

 漂流艇解析結果と堀川内の施設および周辺の状況を踏まえると、以下の被害
発生が想定される

図　橋桁への漂流艇衝突可能性に関する模式図（馬渡橋上流側）

2017年8/21　16：20撮影

（大潮干潮前）

1984日本海中部地震津波

Ａ．衝突被害 灘橋や馬渡橋の橋脚および橋桁への衝突による施設損傷

河川護岸への衝突による施設損傷

Ｂ．流下阻害 放置艇が漂流し橋桁等に引っかかり、河道閉塞

放置艇の沈没による流下阻害

平水時の流下方向

津波（押し波）

津波（引き波）

F56津波による最高水位
（満潮時から約1m上昇）

放置艇が衝突
し施設損傷

放置艇沈没による
流下阻害

放置艇が護岸へ
衝突し施設損傷

出典）津波の河川遡上解析手法を活
用した防災対策検討の進め方
平成21年3月（ （一財）JICE）

Ｐ１２

放置艇が引っかかり
河道閉塞



（７） 被害想定の検討②

2011東北地方太平洋沖地震津波

Ｃ．火災 漂流した放置艇同士が衝突し合い、漏出した放置艇のエンジン燃
料が発火し、集積したごみ等へ引火することで水上火災が発生

Ｄ．２次被害 橋梁の損傷および火災による交通遮断やライフラインの切断

放置艇から漏出したエンジン
燃料が発火し水上火災発生

出典）気仙沼市における津波火災に対する考察 平成24年（北村芳嗣）

Ｐ１３



２．被害想定［洪水］



（１） 検討フロー

近隣河川改修計画クラスの洪水流
対象洪水規模の設定

流出解析
【数値シミュレーション】

　・モデルの条件設定
　・モデルの妥当性検証
　・対象洪水の設定

想定被害の検討

氾濫解析
【数値シミュレーション】

島根県内河川整備計画
洪水解析

河道断面・
水文データ等

船舶配置や係留方法の現場条件

他県での被災事例等

堤内地メッシュデータ・
氾濫水位等

資料収集整理
現地調査

災害リスクの抽出

Ｐ１５



（２） 対象洪水規模の設定

河川整備計画

 近傍類似河川の河川整備計画と同等規模の洪水を対象洪水規模とし、　　
１／５０確率規模（1年間に発生する確率が1/50(2%)である洪水規模※）を
設定。

確率規模 流域平均日雨量

1/10 154.9 mm

1/30 191.3 mm

1/50 207.9 mm

降雨解析結果

水系名 流域（km2） 計画 流出モデル

新内藤川 25.5　　 1/50 貯留関数法

平田船川 51.4　　 1/50 〃

水系名 流域（km2） 対象洪水規模 流出モデル

堀川 36.8　　 1/50 貯留関数法

Ｐ１６

※参考；水管理・国土保全局　H24.10.29事務連絡



←　堀　川

←　古内藤川

堀川流域

低地の湛水域

大社(県;H10～)

大津(県;H10～)

矢尾(県;H21～)

（３） 流出解析（モデルの条件設定）

 これまでの洪水時の状況を見ると、中上流域の低地が湛水し調整池的な役割
をしているので下流域は氾濫が生じていない。

 今後、中上流域の低地の市街化を想定し、同域の氾濫を許容しないことを条
件としたモデル定数の設定を行う。

 中上流域で氾濫が生じてなく、堀川の流下橋地点でピーク流量が満流に近い
平成２３年５月洪水にてモデル定数を設定する。

出雲市地図情報　航空写真

市街化により低地の

地盤高が高くなる

中上流域が洪水時に

湛水しない

下流域への流量が

増加し水位上昇

Ｐ１７

出雲(気;S1～) 芦渡町地内

　：対象雨量観測所

低地の湛水域
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流下橋地点
時間雨量（流域平均） 実績水位

計算流量 計算水位

水位
（T.P.m）

流量
（m3/s）

2.8

2.4

2.0

1.6

1.2

0.8

0.4

0.0

実績ピーク水位T.P+1.46m

日雨量R=167.5mm/日

雨
量

（
m
m

）

右岸堤防高

計算ピーク水位T.P.+1.48m

（３） 流出解析（モデルの妥当性検証）

 平成２３年５月の実績水位と計算水位を比較し、モデル定数の設定および
妥当性を検証した。　　

実績水位と計算水位が
概ね一致するためモデ
ルは妥当である

※中上流の氾濫を許容しない条件で計算

Ｐ１８

※計算開始水位はT.P.+0.50m（塑望平均満潮位）

As

Co

流下橋横断図

T.P.+1.48mT.P.+1.46m



（３） 流出解析(対象洪水の設定）

流下橋地点 流出計算結果

 過去５４年間（Ｓ３７～Ｈ２７）で日雨量の大きい６洪水を抽出し、流出
計算モデルにて実績ピーク流量並びに１／５０確率ピーク流量を算定した。

 １／５０確率ピーク流量が最も大きく、ピーク流速が最大となる昭和３９
年７月型洪水を流出解析の対象洪水とした。

確率規模
流域平均
日雨量
（mm）

洪水タイプ（型）

実績降雨 １／５０確率降雨

引き伸ばし
率ピーク流量

（m3/s）
ピーク流速

(m/s）
ピーク流量

（m3/s）
ピーク流速

（m/s）

Ｓ３９．７ ２８３．０ 　１／４００ ３６３．０ ２．０９ １８６．５ １．５０ ０．７２７

Ｓ４７．７ ２５４．０ 　１／２００ ２４４．７ １．７２ 　９０．９ １．０５ ０．８９４

Ｈ５．６ １７３．０ 　１／２０ １０５．０ １．１３ １３５．２ １．２８ １．２０２

Ｈ８．６ １３７．０ 　１／６ 　９３．３ １．０６ １６９．９ １．４３ １．５１８

Ｈ１３．６ １５０．５ 　１／１０ 　６４．２ ０．８７ １０６．１ １．１３ １．３８１

Ｈ２３．５ １６７．５ 　１／１５ 　６４．２ ０．８７ 　９０．９ １．０５ １．２４２

※中上流の氾濫を許容しない条件で計算

Ｐ１９

※今回は日雨量で整理したため、堀川流域で浸水被害が生じたＨ９.７型洪水やＨ１７.７型洪水は対象外となっている

　が、短時間雨量を考慮すると、Ｈ９.７型洪水やＨ１７.７型洪水のピーク流量が最大となる可能性がある。
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3.0

2.5

2.0
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1.0

0.5
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（４） 氾濫解析　昭和３９年７月型（1/50確率降雨）ハイドログラフ

流速1m/s以上　約2時間

※中上流の氾濫を許容しない条件で計算

越流氾濫　約1.5時間
右岸堤防高

Ｐ２０
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（４） 氾濫解析　昭和３９年７月型（1/50確率降雨）計算水位縦断図

 神光寺橋より下流区間で流速１ｍ/ｓ以上となり、一部で係留索の破断が生
じ、放置艇が流れると想定される。

 また、流下橋上下流は堤防が低く越流氾濫が生じる。

越流氾濫区間

※中上流の氾濫を
　　許容しない条件で計算

Ｐ２１
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（５） 被害想定の検討①

出雲市地図情報　航空写真

※中上流の氾濫を許容しない条件で計算

Ｐ２２
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As

Co

T.P.+2.84ｍ

（５） 被害想定の検討②

 漂流した放置艇は橋脚・橋桁に集積し、河道閉塞が発生することでさらに
水位を上昇させると想定される。

 越流とともに放置艇は堤内地へ流出することや、係留索が破断しない場合
でも水位上昇により放置艇が家屋等へ接近することも想定される。

越流氾濫・放置艇流出越流氾濫

流下橋付近横断図

流下橋

※中上流の氾濫を許容しない条件で計算

河道閉塞により
越流氾濫を助長

越流氾濫により放置艇
が流出し家屋等に接近

Ｐ２３

河道閉塞により
水位上昇

（計算水位）



（５） 被害想定の検討③

出典）太田川総合水系環境整備事業資料（国土交通省）出典）プレジャーボート対策連絡協議会資料（国土交通省）

越流氾濫により放置艇
が流出し火災発生

越流氾濫により放置艇が流出し、周辺家屋等に接触することで
放置艇のエンジン燃料から火災が発生

Ｃ．火災

馬渡橋や流下橋へ流出した放置艇が引っかかり、河道閉塞
河道閉塞により水位が上昇し、堤防越流氾濫を助長
越流氾濫により河川沿いが浸水

Ｂ．流下阻害

Ｄ．２次被害 河川沿いの浸水や周辺家屋等の火災により、交通遮断やライ
フラインの切断

Ｐ２４

放置艇が引っかかり
流下阻害



【当面の実施計画：規制強化】

地域防災を重視した

重点係留禁止区域の見直し

平成30年2月5日　堀川プレジャーボート対策協議会（第5回）

資料 ９

注意：Ａ４両面長辺とじ印刷



（１） 対象津波と対象洪水の特徴

計算モデル

平成26年国土交通省断層モデル

項　目

昭和39年7月型

流出モデル
（1/50確率降雨）

F24F56

下流 　　上流

河口～馬渡橋
約500m

－

流向

流速1m/ｓ以上

の区間

水位上昇頻度

河口～神光寺橋
約1,900m

河口～馬渡橋と

流下橋の中間
約800m

下流 　　上流下流 　　上流

1回複数回

継続時間
（流速1m/ｓ以上）

流水の力

（エネルギー）

流下橋地点
2時間

灘橋地点　30分

低平地であるため

徐々に大きくなる
大

洪　水津　波

Ｐ１

※洪水の流出計算は中上流の氾濫を許容しない条件で計算
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（２） 被害想定（項目別評価）

◎－
河川沿いの浸水や周辺家屋等の火災により

、交通遮断やライフラインの切断

○－

越流氾濫により放置艇が流出し、周辺家屋

等に接触することでエンジン燃料から火災が

発生

○◎
橋梁の損傷および火災による交通遮断やラ

イフラインの切断
D.２次被害

○◎放置艇の沈没による流下阻害

◎－堤防越流氾濫を助長し、家屋等が浸水

○◎河川護岸への衝突による施設損傷

C.火災

B.流下阻害

A.衝突被害

○◎

漂流した放置艇同士が衝突し合い、流出した

放置艇のエンジン燃料が発火し、集積したご

み等へ引火し水上火災発生

◎○放置艇が橋桁等に引っかかり、河道を閉塞

○◎橋脚および橋桁への衝突による施設損傷

洪　水津　波項　目

Ｐ２

※この評価は、被害発生の可能性がより高いものを「◎」としている。
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（３） 重点係留禁止区域の変更（案）

重
点
係
留
禁
止
区
域

約
80
0m

重
点
係
留
禁
止
区
域
（
変
更
）
約
2,
15
0m

Ａ・Ｂ

Ｃ
・Ｄ

２次被害Ｄ

火災Ｃ

流下阻害Ｂ

衝突被害Ａ

　　洪水

　　津波

地域防災の観点で、

被害想定ＡＢＣＤを包括

する区間を重点係留禁止

区域に変更する。

Ｐ３

Ａ・
Ｂ

Ｃ
・Ｄ


	01_次第
	02_出席者名簿、配席表【資料１】
	03_規約【資料２】
	04_経緯【資料３】
	05_不法係留船の状況について【資料４－１】
	06_堀川水系対策協議会資料【資料４－２】
	07_管内全体の不法占用物に対する警告【資料５】
	08_堀川美化活動状況【資料６】
	09_堀川放置艇（プレジャーボート）対策実施計画（原案）【資料７】
	10_新たな知見に基づく被害想定【資料８】
	11_地域防災を重視した重点係留禁止区域の見直し【資料９】

